
書式第 12号 (法第 28条関係)

事業報告用

2022年度 事業報告書

生菫撻彗塁鯉璽産△2壁」星昼

1 事業の成果

(1)

(病児保育)

・病 (後)児保育サービスは、今年度末会員数 (6,768)人 となり、発熱等により登園できない子ども
の預かり保育により、地域の働く父母の子育て支援をおこなった。
・病児保育を必要としながらも経済的理由でサービスを受けられずにいる、いわゆるひとり親世帯を対

象に、民間企業や個人の寄付を原資とした低価格の病児保育を継続しおこなった。
・多胎児家庭向けの訪問型支援サービス (ふたご助っ人くじ)を開始。

(保育園)

。「待機児童問題の解消」「保育の質向上」「新しい保育園モデル実践」を実現するため、小規模認可

保育所「おうち保育園」、認可保育園「みんなのみらいをつくる保育園」、一時保育室「ほっとステイ
カムパネルラ経堂」「すがも一時保育室」の運営をおこなった。

(2)

(コ ミュニテ ィ創出事業 )

事業活動なし

(3,4)

(障害児訪問保育アニー)

胃痩等により、他と等しく通園できない障害児と、就労継続を希望する保護者のために、保育スタッフ

および看護師が障害児宅を訪問し、保育や訪問看護を提供する「障害児訪問保育アニー」の運営をおこ

なった。

(5)

(障害児保育園ヘレン)

障害児専門の保育所を開園すると共に、障害児の長時間保育受け皿がなく、親 (特に母)就労継続を阻

まれている問題、また、障害児が他と等しく保育を受ける機会を失つているという問題を解決するため

の「障害児保育園ヘレン」の運営をおこなった。また、品川区医療的ケア児地域生活支援促進事業とし

て、障害や医療的ケアのある子どもと健常児がともに遊べるインクルーシブひろばベルの運営をおこな

った。

(医療的ケアシッターナンシー)

人工呼吸器等により、他と等しく支援を受けられない障害児とその保護者のために、看護師による療育

やレスパイ ト、保育の時間を提供した。

(6)

(赤 ちゃん縁組 )

。赤ちゃんの虐待死をゼロにするため、予期せぬ妊娠に悩む妊婦からの ЫNEや電話での相談窓日の運

営と、どうしても育てられない場合の赤ちゃん縁組 (特別養子縁組)のあっせん、受け入れ先となる育

ての親家庭の研修・養成を行った。また事業継続のために、それらを行 う専門ソーシャルワーカー (相

談員)育成をおこなった。
・東京都より「特定妊婦等に対する相談支援及び産科受診等支援業務委託」を受託、東京都福祉保健局



と市区町村と連携 し、特定妊婦への支援業務を行った (契約期間 :2022年度‐2024年度)。

(こ ども宅食およびデジタルソーシャルワーク事業 (事業モデル開発))

・官民連携の文京区こども宅食コンソーシアムの構成団体として、食品配送をきつかけに子育て家庭と

つながり、必要な支援につないでいく「こども宅食事業」を東京都文京区で実施し、約 700世帯に継続

的な支援を提供した。
・オンラインで継続的に声をかけ、ゆるやかに雑談 。相談を受けながら情報提供・支援へつなぐ支援モ

デル「デジタルソーシャルワーク」を実践する ⅡNE公式アカウント「おやこよりそいチャット神戸」

を神戸市で自治体や地域団と連携して、昨年度に引き続き実施し、約 4700世帯 (う ち 1000世帯が新規

登録)に支援を提供した。
・2022年 5月 より、デジタルソーシャルワークを実践する「おやこよりそいチャットやまがた」を山形

市より受託し、1100世帯以上とつながり、山形市社会福祉協議会等と連携しながら支援を実施した。
・2022年 10月 よリデジタル田園都市国家構想推進交付金事業の取り組みの一つである「オールインフ

ン母子手帳とデジタルソーシャルワーカーによる子育てサポー ト」としてめぶくID(マイナンバーヵ―

ドによる本人確認を実施したうえで、スマー トフォン上に実装されるデジタル ID)と 紐づけた電子母子

手帳アプリ上でのチャット相談を開始した。

(シェルター事業・精神科訪間看護事業)

母子のあめのシェルターを東京都で運営し、1世帯に支援を提供した。新たに取り組みはじめた子育て

中の親を対象にした精神科訪問看護事業では 4世帯への支援を開始した。

(はたプロ(医 ケアママプロジェク ト))

一度離職 した、重度医療的ケア児や動ける医療的ケア児の保護者向けに、「もう一度はたらく」を叶え

るためのサポー トや、ワークアゲイン準備プログラムの提供を行った。

(7)

(こ ども宅食事業の全国普及推進)

・一般社団法人こども宅食応援団と連携して、全国約 100団体 (団体を通じて支援した家庭 :約 20,000

世帯)の活動支援 。立ち上げ支援を行った。
。前年度からの政策提言活動により実現した、自治体を介さず国から民間団体などを通じてこども宅食
等の実施事業者への資金助成が可能となる「政策セカンドトラック」を活用し、一般社団法人こども宅

食応援団と連携して全国で緊急支援を実施した。

・2022年 11月 、国内最大級の食品卸企業である株式会社日本アクセスとともに、大手食品メーカー各
社の協賛のもと、全国の子育て支援団体を通じて子育て家庭へ食支援を行う取り組み「こどもフー ドア

ライアンス」を実施。30社の食品メーカーより提供される食品を全国の団体を通じて、2万世帯に計 24
万食をお届けした。

(B00STUP)
0こ ども宅食事業における、経理事務や補助金管理を実務者としても遂行しながら、仕組み化とマニュ

アル化を進めた。
・こども宅食応援団の理事会運営の支援を実施した。
・ソーシャルセクター次世代リーダー研修を運営した。
。医療法人社団ペルルの予算作成および月次決算を支援した。

(8)

(資格認定事業 )

事業活動なし

(9)

(東京都保育士等キャリアアップ研修の受託)



東京都の研修指定事業者として、保健衛生・安全対策分野、保護者支援・子育て支援分野の 3分野計 15

回の研修を実施。研修実施の補助金として 1,575万 円を受領した。

(寄付)

現金寄付額として684,412,150円 を受領。物品寄付約 4億円を含めた寄付総額は 11億の規模に拡大して

おり、2018年から目指してきた 10億規模の寄付受付による社会的成果の達成は可能な団体へと成長し

た。

寄付獲得部門で受け付けた現金・食物品は、各事業部門ほかこども宅食応援団等を通して全国の支援活

動拡大に寄与。

(広報)

社外への公表は 23年度となるが、団体ビジョン・ ミッション・カルチャーを刷新 した年度となった。

広報部門はインナーブランディングとして団体内への新ビジョン・ ミッションの浸透施策を実施。社外

については、新 ミッションに示した通 り、事業開発運営に加え政策提言とソーシャルアクションにコミ

ットし社会的成果をあげた一年となった。

(10)

(そ の他この法人の目的を達成するために必要な事業)

事業活動なし

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 用 千円)

疋秋 に記 載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

病児保育亭業
風邪など一時的な病気に
かかった乳幼児を専門に
居宅又は病児保育施設に
て預かり、働く父母の子
育支援 (ひ とり親家庭に
は低価格で病児保育を提
供)

通年

東京・千

葉 ・ 埼

玉 。神奈

川

101人

(23生「
3

月 )

病児会員

6,798人
(23生「

3
月登録会
員数 )

506,860
千 円

通年 東京

5人

(23生F3
月 )

病児会員

204人
(23左

「
3

月登録者
数

26,732
千円ふたご助っ人くじ

認可保育園、小規模認可

保育所、一時保育施設の

運営
通年

東京・仙
ノ、
日

東京 205
人   ( 23
年 3月 )

仙 台 40
人  (22
年 3月 )

園児

東京 215
人
(23‐4卜 3

月の預か
り 園 児
数 )

４０

２２

の
園

＜
月
り
‐

台
　
３
か
数

仙
人
年
預
児

1,062,000
千 円

(1)病 (後)児

保育サー ビス

事業、保育事
業、保育施設
等 の 運 営 事
業、児童福祉
法に基づ く居
宅訪問
型保育事業及
びこれ らの関
連事業



(2)子 ども
たちの安心 。

安全なくらし
の確保に係 る
事業及び支援
が必要な子 ど
もたちへの学
習・教育
等の支援事業

活動なし

3

険法に づ く

居宅サー ビス

事業及び健康
保険法に基づ

く訪問看護事
業

4
の 日常生活及
び社会生活を
総合的に支援
するための法
律に基づ く障
害福祉サービ
ス事
業、地域生活
支援事業、そ
の他同法に基
づ

障害児保育アニー
障害のある未就学児の自
宅に保育士・看護師等を
派遣しての保育

通年 東京

62人

(23生F3
月 )

障害のあ

る未就学

児

34人
(23年 3

月)

323,739
千 円

インクルーシブひろばベ

ル 通年 東京

3人  (23

年 3月 )

障害のあ

る未就学

児

418家庭
(のべ

)

23,039
千 円

(5)児 童福
祉法に基づ く
障害児通所支
援事業

障害児保育園ヘレン
障害のある幼児の長時間
保育を実施する保育所の
運営と障害のある幼児ヘ

の個別の療育

通年 東京 87人
障害のあ

る幼児
45人 416,680

千 円

医療的ケアシッター ナン
シー

障害のある児童の 自宅に

看護師等を派遣 しての療
育

通年

東京

神奈川

仙台

33人
障害のあ

る児童
102人 186,074

千 円

(6)様 々な
理 由で困窮 し
ている親子を
救済するため
の養子縁組あ
っせん事業、
相談支援、保
護者支
援、生活支援
等 の 支 援 事
業、その他親
子の安心・安
全なくらしの
確保に係 る事
業及びこれ ら
の関連
事業

赤ちゃん縁組事業
養子縁組あっせん事業及
び関連事業

通年 全 国 12人

望まない

妊娠をし

た方とそ

の子、養

子縁組を

したい方

769イ牛
(妊娠相

談対応件
数)

69,518
千 円

こども宅食およびデジタ
ルソーシャルワーク事業
(事業モデル開発)

通年 全国 6人

文京区こ

ども宅食

利用者、
「おやこ

よりそい

チ ャ ッ

ト」登録

者

文京区こ

ども宅食
695  世

帯、 「お

や こよ り

そいチャ

ッ ト」登

録 者 数

(神 戸

市、全国

の合計 )

糸旬 5000

131,271
千 円



世 帯 ※

(23‐年 3

月時点 )

※  内

1200 世

帯が新規

登録

シェルター事業・精神科
訪問看護事業

通年 東京 1人
心に不調

のある母

親

5世帯
17,567

千円

はたプロ(医ケアママプロ
ジェク ト)

通年 東京 6名
障害児の

親
3人

21,862
千 円

(7)こ の法
人 と事業 目的
が近似 してい
る法人又は個
人を支援、助
成、育成する
事業

こども宅食事業の全国普
及推進

通年 全国 3人

こども宅

食事業団

体 (団体

を通じて

支援 した

家庭)

約 100団
体
(団体を

通 じて支
援 した家
庭 :約
10.000
世帯 )

507,551
千 円

B00STUP
社内外の支援対象事業に
関わる、メンバーの業務
工数削減・ 業務 の定型
化・ マニ ュアル化 を実
施。

通年 全 国 3名
社内新規

事業に関

わる者

社内新規
事業に関
わる対象
者

13,332
千 円

(8)認 定病
児保育スペシ

ャ リス トの育
成 0資格認定
事業

資格認定事業
活動なし

(9)前各 号
の事業並び に
ソーーシャル ビ

ジネス等に関
す る 広 報 活
動 、 調 査 研
究 、 普 及 啓
発 、 人 材 育
成、
政策提言及び
連携促進に係
る 事 業 (書
籍、雑誌その
他印刷物及び
電子出版物の
発行事業を含
む。)

東京都保育士等キャリア
アップ研修の受託

通年
主に東京

都

5名
受講者

22年 度
受 講 者
126名

0千円

みんなで社会変革事業部
社会課題解決アクション
を SNSや WEBで拡散、
講演活動やメディア出演
など、広報活動を通 じ志
を共にする仲間を増やす
ことによる、解決できる
問題の拡大。 さらに社会
課題を生み出す構造を根
本から変える政策提言の

実施

通年 全 国 35人

社会課題

解決に伴

う活動に

賛同いた

だいた方

社会課題
解決に伴
う活動に
賛同いた
だく多数

470,753
千 円

(10)そ の他

この法人の 目

的を達成す る

ために必要な

活動な し



事業

′r、

ヽ∠: そ

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

その他の事業は行っておりません

(事業費 用 【一 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が
令和4年 4月 1日 から 令和 5年 3月 31日 まで

ヽ

ロ ー ス

業務委託費
保育スタッフ訪間費
旅費交通費
研修費
広告宣伝費
給食材料費
イベント開催費
園児健康診断費
検査予防接種費
病児保育施設利用料
福利厚生費
会議費
交際費
消耗品費
文書印刷費
新聞図書費
地代家賃
水道光熱費
通信費
情報システム費
リース料
賃借料
保険料
荷造運賃
修繕費
諸会費
支払報酬料
支払手数料
租税公課
減価償却費

108,560,

15,279,

Ｏ

ν

６

３

８

８

３

８

９

６

５

０

１

８

９

８

５

２

3,173,550
8,515,081
2,486,749

539,095
9,526,857
4,089,946

463,613
22,467,084
4,619,076

466,652
97,198,397
17,466,411
22,290,899
43,859,053

979,515
19,250,872
8,428,150
8,587,259
2,962,274

657,743
2,864,900

47,855,723
73,863,780
38,738,781

事 業 報 告 用

堂 柿 :円

般正味財産増減の部

1

受取寄附金 715,052,223

2
受取民間助成金 3,425,000

3
病 (後)児保育事業収益
みらいの保育園事業収益
被災地支援事業収益
障害児保育事業収益
赤ちゃん縁組事業収益
子ども宅食事業収益
ソーシャル・プロモーション事業収益

643,471,153
74,635,734
16,560,071

424,535,498
15,726,279
20,254,971
6,839,829

雑収入 Ｑ
υ

０́ｎ
ｖ

４
ュ

1

役員報酬
給与手当
賞与
通勤費
法定福利費

10,723,

1,858,887,

189,621,

42,455,

316,737,

172



支払寄附金 474,500,684

[計 3_776_978_001

189,029,487
2

1

役員報酬 2,939,298
131,426,774
12,202,340
4,011,120

23,311,908

給
賞

与手当
与

通勤費
法定福利費

2

旅費交通費
研修費
広告宣伝費
イベント開催費
検査予防接種費
福利厚生費
会議費
交際費
消耗品費
文書印刷費
新聞図書費
地代家賃
水道光熱費
通信費
情報システム費
リース料
賃借料
保険料
荷造運賃
修繕費
諸会費
支払報酬料
支払手数料
租税公課
減価償却費

30,338,016
1,506,332
6,747,754

957,755
9,396

90,000
1,953,425
817,929
202,361

1,662,195
1,064,953

187,491
47,687,144
4,259,194
5,224,598

28,039,304
1,300,257
4,551,172
1,274,060

308,565
112,158
189,744

14,639,700
6,601,557
18,807,647
6,251,549
1,578,287

188,199,718

377_,,9_ワ

」 目 用  計 4_154_207_207
i 期 経 常 増 減 箱 【A】 ― 【B】 ・ ・ ・ ∩ △  118 54, 6〔

11_657_

l ni■  1■ n On7

指定正味財産増減の部

2

3

1,829=038

△ 1,829,038

〕】

人材等投資積立金戻入
11,100,000
86,599,782
35_000_000

11, 600 ・

雑損失
1,416,930

89,100
993_621

タ 2_499_651
i 期 堂 凛 憎 驀 頼 ∩ D

+



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 貸借対照表
令和 5年 3月 31日 現在

認定特定非営利活動法人 フローレンス

掛
蔵

収
替

売
貯
未
立

1,506,539,504
370,643,835

3,603,355
46,922,208
4,194,840

現金及び預金
金
品
金

金
入

建  物
附属設備
構 築 物
車両運搬具
工具器具備品

52,645,202
132,515,268

5,185,977
1,368,348
3,052,448

出 資 金
敷  金
差入保証金
長期前払費用

10,000
68,219,735
7,724,400
2,957,790

の(3) そ の

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,280,454,1

短期借入金
未 払 金
未 払 費 用
経費精算未払金
預 り 金
前 受 金
未払法人税等

10,000,000
79,702,378

224,661,467
6,039,872

38,385,597
1,748,350
592,000

長期借入金
ひとり親支援積立金
ヘ レン基金積立金
特別修繕引当金
お うち保育園等大規模改修積立金
人材等投資積立金
あたらしいつなが り創造積立金

141,220,000
152,900,000
104,093,000
8,510,580

36,036,200
268,400,218
140,000,000

2

1,044,085,382前期繰越一般正味財産額

前期繰越指定正味財産額

2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 2,280,454,1



令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

認定特定非営利活動法人 フローレンス

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会 )

によっています。

(1'固 定資産の減価償却の方法

減価償却資産は、法人税法の規定に基づいて償却をしています。

建物・・・ 定額法、 リース資産 (売 買処理)。 ・・定額法、   ソフ トウエア・ ・・定額法

建物附属設備及び構築物・・・ 定率法 (但 し平成28年 4月 1日 以降に取得 したものは定額法 )

上記以外の減価償却資産・・・定率法

但 し、取得価額が20万 円未満の資産については、法人税法に規定する一括償却の方法により償却 しています。

(2)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜経理方式によっています。

重要な会計方針の変更

当事業年度から、上記のとお りNPO法 人会計基準を2017年 12月 12日 最終改正版に変更 しています。
これに伴い、受取寄附金の認識を従来の「実際に入金 したとき」から「入金の確実性のあるものに関して未収計上

を行 う」ことに変更いた しました。 この会計方針の変更による影響額は、当期末のクレジットカー ド寄附の未収計上

金額である45,716,021円 です。

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとお りです。

3.事 業費の内訳 (単位 :円 )

(1)人件費

役員報酬

給与手当

賞与

通勤費

法定福利費

派遣スタッフ人件費

人件費計

(2)そ の他経費

業務委託費

インターン活動費

保育スタッフ訪間費

旅費交通費

研修費

広告宣伝費

給食材料費

イベン ト開催費

園児健康診断費

検査予防接種費

病児保育施設利用料

福利厚生費

会議費

交際費

消耗品費

文書印刷費

新関図書費

地代家賃

水道光熱費

通信費

情報システム費

リース料

賃借料

保険料

荷造運賃

修繕費

議会費

支払報酬料

22,798, 5,022, 365, 5,651, 1,

3,

1,

27,138, 2,280, 108,560,

10,770,

3,357,

1,303,

9,662,

45,

90,

436,

539,

2,322,

1.257,

9,

2,124,

174,

15,

2,922,

167,

4,634,

13,905,

1,694,

2,012,

320,

46,

190,

263,

6,035,

1,844,

7,023,

18,384,

613,

6,557,

987,

3,014,

598,

21,

10,951,

659,

99,

66,710,

11,058,

4,662,

2,950,

468,

5,260,

1,116,

194,

1,701,

132,

126,

2,391,

146,

2,002,

3,849,

703,

182,

221,

407,

221,

22,

1,800,

360,

28,

11,079,

2,525,

938,

672,

38,

935,

247,

13,

63,

4,508,

42,606,

2,467,

8,621,

583,

132,

1,775,

611,

2,582,

843,

76,

5,727,

757,

52,

16,306,

3,622,

4,990,

1,990,

466,

5,486,

4,909,

165,

1,068,

56,

274,

287

549,

5,590,

1,820,

140,

5,730,

2,306,

1,920,

139,095,

1,586,

813,

555,

272,

1,605,

2,066,

216,

5,841,

17.671,

3,108,

15,279,

59,536,

8,083,

175,198,

22,868,

3,173,

8,515,

2,486,

539,

9,526,

4,089,

463,

22,467,

4,619,

466,

97,198,

17,466,

22,290,

43,859,

979,

191250,

8,428,

8,587,

2,962,

657,

2,864,

861

“

８７

４４

”

７８

931

081

1,100,

内 容 奉  霜

(当 年 庁 の 東 北 被 災地 支 橋 事 業 に 対 す る根 替 額 )経 常 収 本 へ の相 春 額 1.829.038

1_R20_03Я合 計

特定非営利活動に係る事業

科    目 病児保育事
業

みらいの保
育回事業

披災地支援

事業

庫書児保育

事業

赤ちゃん縁
阻事業

こども宅食

事業

コミュニ

ティ創出
ソーシャル
プロモー 団体支援事

業

合 計

7,200,825

324,070,711

37,476,811

2,199,128

56,132,037

9_987.980

2,113,902

548,957,367

50,433,373

18,815,512

90,538,106

17.424.83G

1,329,080

89,947,005

8,072,186

4,015,294

14,439,101

3_152.923

80,187

627,575,408

65,827,843

10,939,824

109,665,338

2.952_791

(

43,867,852

4,845,944

993,494

7,820,34[

(

53,901,501

5,304,66C

l,158,051

9,076,761

4.299 747

Ю

162,921,853

16,938,723

4,234,147

27,747,432

10.326.471

0

7,645,475

722,433

99,818

1,318,262

10,723,994

1,858,887,172

189,621,976

42,455,268

316,737,384

48.094.747

437.017.492 728.283.095 120.955.589 817.041.391 57.527.63〔 73.740,72[ 222.168.626 9,785,988 2.466.520.541

541,

411



支払手数料

租税公課

減価償却費

雑費

4,676,

9,325,

1,504,

2,

14,339,

18,2511

16,703,

3,079,

2,216,

3,628,

6,952,

343,

11,260,

12,931,

12,639,

1,186,

164,

1,103,

17.

38,

73,

61868,

15,094,

21,431,

821,

422,

3,891,

47,855,

73,863,

38,738,

5,077,

474,500,

781

支払寄附金

その他経費計

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は1,055,150,907円 ですが、その うちに使途が特定されている金額はございません。
したがって使途が制約 されていない正味財産は1,055,150,907円 です。

5.固 定資産の増減内訳

(注)建物は、

(注)長期前払費用は、被災地で運営するみらいの保育国の翌々期以降の施設家賃及び自動車リサイクル預託金です。

6.借 入金の増減内訳

る 916, です

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

11

内 容 当 1月'9入 箱 目

被災地支援事業

ffifr*&t-nz*-r.:r

1,829,038

10,000,000

1,829,038

10,000,000

0

0

前期に交付を受けた助成金1000万 円のうち、前期未使用で返還
義務のあった1,000万 円は前期に前受助成金として負債計上して
いましたが、当期に事業の実施に伴い受取助成金として計上し
ています。

11.829.038 11.829.(

「1,ョriモ [臨π¬m 各 瀞  か
「

FT■■■■嗣『1,ヨ
「

F.I「F百

59,892,144

323,181,941

9,670,168

23,285,367

32,345,942

18,880,886

10,000

44,645,915

7,724,400

5,847,870

74,863,157

0

0

0

0

761,636

803,091

0

23,573,820

0

0

8,210,000

0

0

0

2,890,080

59,892,144

323,181,941

9,670,168

23,285,367

33,107,578

19,688,927

83,073,157

10,000

68,219,735

7,724,400

2,957,790

7,246,942

190,666,673

4,484,191

21,917,019

30,055,130

18,607,003

58,878,653

52,645,202

132,515,268

5,185,977

1,368,348

3,052,448

1,076,924

24,194,504

10,000

68,219,735

7,724,400

2,957,790

建  物 (注 )

附属設備

構 築 物

車両運搬具

工具器具備品

一括償却資産

ソフ トウエア

出 資  金

敷    金

差 入 保 証 金

長期前払費用 (注 )

有価証券

科  目 [■層■
=F]¬

当縮 借 入

10,000,000

204_865_000

10,000,000

141.220_000

ol

63_645_000:

63.645.000隋 1.220.000合 計

短期借入金

長期借入金 (注 )

諸 表 に計 上 され た 金 額 :  内 、役 員 との 取 引 内、近親者及び支配法人事との取引

66,

(注 2)

(注 2)

(注 2)

(注 2)

0

1,494,890

1,614,546

1,047,273

516,000

0

0

0

0

1,350,000

t ost ese ttql O nAR_741

716,881,

643,471,

74,635,

6,839,

2,042,

1,858,887,

189,621,

131,426,

12,202,

108,560,

30,338,

り金

ら

79,702,

716

(事業費 )

(事業費)

与 (事業費)

(管理費)

与 (管理費)

(貸借対照表)

(事業費)

(後 )児保育事業収益

(注 1)

8,083,931

8,515,081

8,428,150

657,743

2,864,900

906

172

976

774

(事業費)

(管理費)

(事業費)

(事業費)



(注 1)受取寄附金は一般正味財産増減の部と指定正味財産増減の部にそれぞれ計上された金額の合計を表示 しています。

(注2)給与手当等には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を省略しています。

なお、代表理事に対する人件費は役員報酬として表示 しております。

8.ひ とり親支援積立金の増減内訳

一般正味財産の中か 用 予 てたものです。

9.ヘ レン基金積立金の増減内訳

一般正味財産の中か 立てたものです。

10.特 別修繕引当金の増減内訳

自 てています。

11.お うち保育園等大規模改修積立金の増減内訳

一般正味財産の中からお の などに備えて

翌期以降の使用予定分を積立てたものです。

12.人 材等投資積立金の増減内訳

一般正味財産の中か のです。

13.あ たらしいつながり創造積立金の増減内訳

一般正味財産の中か や の事業推進費用として積立てたものです。

14.災 害支援積立金の増減内訳

一般正味財産の中か の の のです。

科  目 期 首 残 高 :当 期 籍 立 !当 期 取 崩 l期 末 残 高

7.093.6501   1.416.9301 O1   8.510,580

7_00■ _6501   1_416_0301 O1   8_510_580

科  日 期 首 残 高 l当 期 積 立

36.036_2001 0 ol s6- os6- 2oo

合 計 36- 036. 2001 n ol 96.036.200

しいつながり11遣積立金

が} 目 期 首 務 高 当 期 箱 立 当 期 取 崩 期 末 残 高

10.000.000 10.000.000



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
令和 5年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

認定特定非営利活動法人 フロー レンス

金  額 ′lヽ    計 合   計
′Al  警  :壼

715,345
112,300
76,000

0

15,000
30,400
26,500

4,944,340
100,617,132
11,652,024
7,689,259

13

2,736,021
15,040,154

0

4321606,323
13,693,468

97,000
16,365,461
30,020,022
137,357,287
171,511,376
127,772,715
263,993,955
67,573,556
5,319,837
1,332,018

53,755,544
96,511
37,566

40,151,691
1,200,686

0

1,506,539,504
1,968,628=013

370^643_835
370,643,835

０

５

７

3,603,355

373,886
832,301

45_716_021

46,922,208

3,858,322
336.518

4,194,840

10,798,530
8,481,829

187,080
8,574,438
6,187,685

551,550
1,161,600

7R1 5月 q

36,724,271

現金預金

現  金

現  金

現  金
現  金

現  金

現  金

現  金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金
普通預金

普通預金
普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金
普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金
定期預金
定期預金

現金手許有高 (本部事務所)

現金手許有高 (病児保育室豊洲)

(一時保育きょうどう)

(み らいの保育園事業部)

(こ うとう台)

(病児保育室駒込)

現金手許有高 (一時保育すがも)

三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/深川支店
三菱UFJ銀行/五反田支店
西武信用金庫/千駄ヶ谷支店
西武信
西武信

用
用

金庫/
金庫/
金庫/

千駄ヶ谷支店
千駄ヶ谷支店
千駄ヶ谷支店西武信用

東日本銀行/飯田橋支店
郵便振替
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行
みずほ銀行/飯田橋支店
三井住友銀行/飯田橋支店
りそな銀行/新宿支店
西武信用金庫/千駄ヶ谷支店
東日本銀行/飯田橋支店

Amazonカ ー ド等
研修用

業務委託料請求分 (2件 )

従業員社会保険料 (産体・育休者分)他

出向者給与負担金 。経費 (1団体)

賃家場

ヽ
ノ
ヽ
ノ
ト
Ｆ

鮮
鮮
辟

＜
＜
用

賃
費
車

家

動
迎

所
活
送

務

報
児

事
広
園 (7件 )

保育園他施設家賃 (20件 )

借上社宅家賃 (16件 )

小規模保育総合補償制度申込金 (20件 )

ソフトクラウド利用料



(1)有形固定資産
建物

保育園施設等

附属設備
保育園施設等 内装工事 (48件 )

保育園施設等 電気設備工事 (33件 )

保育園施設等 給排水設備工事 (20件 )

____________=堡宣厘11壺」壁皇__人墾菫日墨墨量K型登:L__________
構築物

保青日外構工事他 (8件)   ___
車両運搬具

園児送迎用車両 7台
工具器具備品

事務所
保育園

事務用設備 (8件 )

家具類他 (56件 )

一括償却資産
保昔園 ロッカー・家雷仙

5,_645_202
52,645,202

195,844,16ノ

71,059,113
38,480,883
21,530,494
1.444.778

132,515,268

5_185.977
5,185,977

1_368^348
1,368,348

275,625
2.776.823

3,052,448

1.076.924
1,076,924

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

病 県保 書予約・ 俣 書 園春 園管理・ 会 昌管理 システ ム 24_194_504
24,194,504

24,194:504

(3)投■その他の贅
=出 資 金

__________亘菫』[国塑L4■.墜夕全二重_
敷   全

事務所敷金 (3件 )

おうち保青国等施設  (“件)

駐車嬌  (イ牛)

借上社宅 (3室 )

レンタル収納 1件
差入保証金

保育園施設他保証金 (7件 )

一括口座振替システム委託保証金他
長期前払費用

被災地保育園家賃 (翌期以降分)

______________皇亘型」望望盈塑阻誕全二____________________
有 価 証 券

相締 春 附 に よ りn得 1´ た右価 証米

10.000
10,000

91,787,485

49,711,540
16,067,875

200,620
2,204,500

35_200

68,219,735

7,554,400
170.000

7,724,400

2,890,080
67.710

2,957,790

12_875_560
12,875,560

311_826_1

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,280,454,169

】 目 僣

短期借入金

_____________三菱111基壁

`二

∠盤旦菫庄_____________________
未 払 金

経費未払金  クレジットカー ド (JCB、 VISA他 )

経費未払金  令和5年 3月 以前分 (経費248件 )

経費未払金  広報活動費 (2件 )

未 払 費 用
給与未払金
経費未払金

令和5年 3月 分給与
法定福利費 2・ 3月 分

経費精算未払金

______________■崖握堕堡塾議豊塗重⊇生型輩2_________________
預 り 金

源泉所得税
住民税
社会保険料
雇用保険料
その他

前 受 金
園児入園料等 令和5年4月 分
借上社宅 (3室)令和5年4月 分
縁組研修売上 令和5年4月 分
その他

未払法人税等
令和5年3月 期確定申告分

未払消費税等
今 和 5年3月 期確 壼 申告今

10_000_000
10,000,000

364,143,264

6,033,418
67,439,648
6.229.312

79,702,378

173,495,592
51_165_875

224,661,467

6_039_872
6,039,872

10,971,399
4,801,900

20,172,607
2,343,691

96.000

38,385,597

334,850
429,500
720,000
264.000

1,748,350

592.000
592,000

3.013.600
3,013,600

864.143.264



2

間

定負債

長期借入金
榊日本政策金融公庫
東日本銀行/飯田橋支店
三菱UFJ銀行/深川支店

ヘ レン

19,200,000
20,762,000
45,022,000
56.236.000

141,220,000
861,1591998

152.900.000 152,900.000
104,093.000 104.093.000
8.510.580 8.510.580

36.036.200 36.036.200
268,400,218 268,400,218
1401000,000 140,000,000
10.000.000 10_000.000

‐
色倍 合計 ・ の 861_159

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1,225,303,262

【| I… 2】 正 味 財 産

, .宇 T咲 財 産

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【日-1】 1,055,150,907

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｉ
ｌ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｉ
ｌ
ｌ
Ｌ
中



書式第 18号 (法第 28条関係)

2022年度年間役員名簿

事業報告用

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人フロー レンス

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏名

監事
コマザキ ヒロキ 2022年 4月 1日

2022年 8月 5日

2022年 4月 1日

2022年 8月 5日駒崎 弘樹

つ

“

アカサカ ミドリ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 9月 1日

2023年 3月 31日赤坂 緑

６
０

監 事
クスノキ マサノリ 2022年 4月 1日

2022年 6月 30日

年  月  日

年 月 日補 正憲

五

ェ

監事
タカツキ ダイスケ 2022年 4月 1日

2022年 6月 30日

年  月  日

年  月  日高槻 大輔

Ｅ
υ

監事
タナカ ジュンコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年田中 純子

′
０

マルモ レイ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年丸茂 ネL

７

１

ミヤザキ マリコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年

年

月

月

日

日宮崎 真理子

６
０

監事
アベ ヨシミ 2022年 7月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日阿部 佳美

Ｏ

υ
監事

オギワラ クニヒロ 2022年 7月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日荻原 国啓

10
監事

ヒルタ フミコ 2O22+1 0E 1E

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日蛭田 富美子

11

イクタ スグル 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年生田 秀



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 フローレンス

氏   名

1 三枝 美穂

2 中村 慎一

3 岡水 恵弥

4 宇野澤 ちはる

5 藤田 順子

6 高橋 未央

7 上羅 翔太

8 川 口 千里

9 上羅 翔太

10 黒木 健太

11 桂山 奈緒子

12 松井 香織


